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序文 

独立行政法人国際協力機構は、パキスタン・イスラム共和国の第二次空港保安強

化計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社ジャイロ

スに委託しました。 

調査団は、平成２９年２月から平成２９年１１月までパキスタンの政府関係者と

協議を行うとともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業

を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展

に役立つことを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し

上げます。 

平成２９年１２月 

独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部 

部長 安達 一 
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要 約 

 

1. 国の概要 

パキスタン・イスラム共和国は、南アジアに位置し、中国、インド、アフガニスタンおよび

イランと国境を接している。同国の国土面積は約 79.6万平方キロメートル、人口は約 1億 9,320

万人である。北部の国境近くまではヒンドゥクシー山脈、カラコルム山脈、カシミール高原な

どの山岳地帯があり、中央部はインダス川流域の平野、南西部はアラビア海沿岸までの砂漠地

帯、東部のインド国境まではタール砂漠がある。また、パンジャブ人、シンド人、パシュトゥ

ン人、バローチ人等の民族からなる多民族国家である。 

主要産業は繊維業と農業であり、海外からの出稼ぎ労働者からの送金が多い。2015年度まで

の過去約 10年間は経済改革が停滞し、経済成長率は 4％代と低迷していたが、農業生産が好調

であったことや、中国パキスタン経済回廊関連の大型事業等が経済活性化につながり、2016年

度の実質国内総生産の成長率は 5.3%を記録した。経済成長率は 2007年度以来の 5%以上の高水

準となっており、経済情勢は回復基調である。2016年の一人当たり GNIは 1,510米ドル（世界

銀行）であった。 

 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

パキスタンでは、空港管理者である民間航空庁（CAA : Civil Aviation Authority）が、NAP2015

に基づき、テロ行為の標的となりやすい空港の国際的要件に準じた保安対策強化を進めている。

近年脅威が増している旅客の受託手荷物に隠された爆発物に対しては、その検出をより確実に

行うことが重要であり、その際、国際民間航空機関（ICAO : International Civil Aviation 

Organization）が定める国際基準を満たすことが求められる。 

日本国政府はパキスタン主要 3国際空港（カラチ、ラホール及びイスラマバード）に対する

無償資金協力「空港保安強化計画」（2013年）を実施し、各空港へ各種検査装置を整備し、主

要空港の国際保安体制が強化された。一方、中規模国際空港であるムルタン及びファイサラバ

ード国際空港に関しては中東諸国への経由便も多く、また、両空港で新たに持ち込まれる手荷

物及び受託手荷物の検査レベルが低く危険物等の持ち込みの可能性も懸念されることから、主

要 3国際空港の検査レベルに準じた検査体制を確立することが必要とされている。また、「第

一次空港保安強化計画」にて外貨交換レート変化による機材調達費の増加により当初計画から

除外された機材についても依然として整備の緊急性及び重要性が高い。 

パキスタン政府からは、ファイサラバード空港、ムルタン空港及び新イスラマバード空港へ

の保安機材の設置が要請された。パキスタンにおけるテロ発生リスクの更なる低減のためには
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国際空港に国際基準に基づく検査体制を確立し、空港内のみならず地域全体のテロ対策に裨益

することが重要であり、本事業は保安対策強化を進めるパキスタン国政府の政策においても重

要案件として位置付けられている。 

 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

JICAは準備調査団を平成 29年 2月 13日から 3月 16日まで派遣した。調査団は「第一次空

港保安強化計画」の対象空港を含む 5空港の調査を行い、パキスタン政府関係者と協議を行う

とともに調査対象地域の自然条件を確認した。帰国後は無償資金協力の範囲の検討を行った。

また平成 29年 5月 20日から 28日まで 2回目の現地調査団が派遣された。調査団はパキスタン

政府関係者と協議を行うと共に、サイトの詳細調査、機材計画のの検討を実施した。これらの

現地調査の帰国後、調査団は概略設計、概算事業費積算、および機材仕様書等の作成を行い、

その成果を協力準備調査報告書案としてとりまとめた。平成 29年 11月 4日から 9日まで概要

説明調査団が派遣され、計画内容の説明、相手国側負担事業の確認等をパキスタン政府関係者

と行った。 

当初の要請の対象空港は、ファイサラバード空港、ムルタン空港及び新イスラマバード空港

であったが、現地調査を通じてこれら 3空港に加えてカラチ空港についても更なる保安体制の

強化が必要であることが確認されたため、対象空港は 4空港とすることとなった。 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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爆発物痕跡検知装置は、不審な荷物の開披検査をする際に荷物の表面に爆発物の痕跡がある

かどうかを検査するものである。開披検査場に設置するため、卓上型の ECACの認証を取得し

ているものとした。 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

本事業の機材概要は下記のとおりである。 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

プロジェクトの必要工期は、実施設計が 3ヵ月、機材調達期間が 24ヵ月である。また、プロ

ジェクトの概略事業費は以下のとおりである。 

 

 

入札関連情報が含まれるため非公開 
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5. プロジェクトの評価 

国際空港の保安能力の強化はパキスタン政府の政策に合致しており、主要国際空港で国際基

準に基づく検査体制を確立し、空港内のみならず地域全体のテロ対策に貢献することは、パキ

スタンの治安の向上を進めるパキスタン政府の政策にも整合するものである。 

パキスタン・イスラム共和国国別援助方針（2012年 4月）における重点目標として「国境地

域などの安定・バランスの取れた発展」が定められ、テロ対策支援が主要な柱の一つとなって

いる。また、対パキスタン・イスラム共和国 JICA国別分析ペーパー（2014年 3月）において、

「テロ対策」は重点課題であると位置づけられ、治安関連施設、機材整備に対する支援を重視

すると分析されており、本事業はこれら分析、方針に合致するものである。 

本事業の実施により見込まれる定量的効果は下記のとおりである。 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

また、本事業実施により、パキスタンにおけるテロ発生リスクが低減されるという定性的効

果が期待できる。 

以上により、本事業を無償資金協力による協力対象事業として実施する妥当性は高く、また

有効性が見込まれると判断される。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 航空分野の現状 

パキスタン全土には 29の商用空港があり、その内の 26空港には民間航空会社の定期便が運

航している。更にその内の 13空港が国際空港となっている。NAP20151では、カラチ、ラホー

ル、イスラマバード、ペシャワール及びクエッタの 5空港を結ぶ航空路を幹線航空路とし、ム

ルタン、ファイサラバード、サッカル、シアールコート、デラ・ガージ・カーン、ラヒムヤー・

カーン、バハーワルプル、及びナワブシャの 8空港を第１次航空路としている。 

1-1-1-2 航空交通量 

1-1-1-2-1 全体交通量 

パキスタンの 2016年の全体の航空旅客数は約 19.6百万人であり、その内の約 12.7百万人が

国際線旅客、6.9百万人が国内線旅客であった。パキスタンにおける GDPは毎年 4%前後で成長

しており、これに対応して国際線総旅客数も 4～10%の年間成長率で伸びている。IMFの経済予

測ではパキスタンの GDPは今後も 4～5%で成長していくことが予測されており、これに応じて

国際線旅客数も成長していくことが見込まれる。これに対し国内線旅客数はほぼ横ばいである。

パキスタンの国土は北部および東部の人口過疎地を除くと平坦な土地が多く、各都市間を結ぶ

高規格の道路整備が進んでいる。このため近距離都市間の国内線は次第に減便され、カラチー

イスラマバード間のような遠距離国内線が経済成長に合わせて増便されており、旅客数全体に

は変化が無いように見えるが、国内線にも経済成長は現れている。 

                                            
1  National Aviation Policy 2015 by Civil Aviation Authority of Pakistan 
http://www.caapakistan.com.pk/upload/AT/NAP-2015.pdf 
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出典: CAA 

図 1 パキスタンの年間航空旅客数 

1-1-1-2-2 空港別旅客数 

空港別の 2016年の旅客数は、カラチが一番多く約 6.2百万人、イスラマバードが 2位で約 4.8

百万人、3位がラホールで約 4.7百万人であった。この 3空港が全体の旅客数の約 80%を占めて

いる。 

 

出典: CAA 

図 2 2016年の全空港利用者数の空港別の割合 

国際線旅客数はラホールが 1位で約 3.5百万人、カラチが 2位で約 3.3百万人、3位がイスラ

マバードの約 3.1百万人であった。この 3空港で全体の約 78%を占めている。 
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出典: CAA 

図 3 2016年の国際線利用者数の空港別の割合 

国内線旅客数はカラチが 1位で約 2.8百万人これは全国内線利用者数の約 41%である。2位が

イスラマバードで約 1.6百万人、3位がラホールの約 1.2百万人であった。この 3空港で全体の

約 82%を取り扱っている。 

 

出典: CAA 

図 4 2016年の国内線利用者数の空港別の割合 

下表に 2016年の上位 10空港の空港別、国際国内別の年間航空旅客数を示す。 
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表 1 2016年の空港別年間旅客数 

空港 国際線旅客（人） 国内線旅客（人） 合計（人） 

カラチ 3,349,198 2,847,705 6,196,903 

イスラマバード 3,154,439 1,613,421 4,767,860 

ラホール 3,473,616 1,251,078 4,724,694 

ペシャワール 1,182,867 167,254 1,350,121 

ムルタン 690,836 214,029 904,865 

シアルコット 648,625 18,354 666,979 

クエッタ 31,978 328,110 360,088 

ファイサラバード 121,690 64,399 186,089 

スクル 0 102,222 102,222 

ラヒム 27,566 58,917 86,483 

出典: CAA 

1-1-1-2-3 現イスラマバード空港 

3,300メートルの滑走路 1本のみを有するイスラマバード空港はターミナルビルや駐機場は極

めて古く手狭で、空港施設としては物理的限界を迎えている。このため、パキスタン政府は首

都イスラマバード郊外に新空港を建設中であり 2017年 12月開港に向けて準備中である。新イ

スラマバード空港開港後は便数、旅客数、貨物量とも大幅に伸びることが予想される。 

 

出典: CAA 

図 5 イスラマバード空港の年間航空旅客数 
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1-1-1-2-4 ラホール空港 

ラホール空港はカラチに次ぐ国内第 2位の旅客交通量を誇る空港であり、国際旅客数は毎年 8

～10%の勢いで増加している。このためパキスタン政府はラホール空港の拡張を計画している。

2016年には近隣のファイサラバード空港に海外の航空会社が相次いで乗り入れ、これまでラホ

ール空港を利用していた旅客の一部がそちらへ移動した。このため 2016年の国際旅客数は横ば

いとなっているが、2017年は再び増加が予想される。 

 

出典: CAA 

図 6 ラホール空港の年間国際航空旅客数 

1-1-1-2-5 カラチ空港 

3,000メートル級滑走路 2本を有するカラチ空港は年間総旅客 600万人を超えるパキスタン最

大の空港である。1日平均約 140便の商業便が運行しており、運航航空会社としてはパキスタン

のフラッグキャリアである PIA（パキスタン航空）、エミレーツ、カタール、サウジアラビア

航空、ガルフエアーなど FSC（Full Service Carrier）とも言われる老舗航空会社、そして最近急

拡大している LCC（Low Cost Carrier）と呼ばれるエアーブルー、フライドバイ、エアーアラビ

ア、シャヒーンエアーなどが就航している。  
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出典: CAA 

図 7 カラチ空港の年間国際航空旅客数 

過去 10年間の国際線旅客数の推移を上図に示す。国際線旅客は年間 300万人台で推移してい

る。2016年には旅客数が減っているが、この理由はこれまでパキスタン各地からカラチ空港を

経由して海外へ渡航していた旅客が地方空港の整備により地方から直接海外に行くようになり、

結果としてカラチ空港の国際線旅客数が一時的に減ったものと推測される。 

1-1-1-2-6 ムルタン空港 

ムルタン空港の国際線については不定期便が運航されていたが、2014年から定期便が開設さ

れた。この頃から巡礼以外の旅客も増え始め、2016年の新ターミナル完成後は爆発的に国際線

旅客が増えた。この増加の理由は、カラチ空港を経由していた旅客がムルタン空港から直接海

外へ行くようになったためである。 

 

2,500,000

2,700,000

2,900,000

3,100,000

3,300,000

3,500,000

3,700,000

3,900,000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

カラチ空港 国際旅客数



 

 - 7 -

 

出典: CAA 

図 8 ムルタン空港の年間国際航空旅客数 

1-1-1-2-7 ファイサラバード空港 

ファイサラバード空港の国際線旅客は、LCC航空会社の相次ぐ就航により 2015年以降大幅に

伸びている。これまで近隣のラホール空港を利用していた旅客の一部がファイサラバード空港

へ移ってきたものと考えられ、ラホール空港ではこの年の国際線旅客の伸びは無い。 

 

出典: CAA 

図 9 ファイサラバード空港の年間国際航空旅客数 
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1-1-1-3 「第一次空港保安強化計画」の対象空港（イスラマバード、ラホール、カラチ）に

おける保安機能の現状分析 

1-1-1-3-1 イスラマバード空港の手荷物検査 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

1-1-1-3-2 ラホール空港の手荷物検査 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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1-1-1-3-3 カラチ空港の手荷物検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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1-1-1-4 車両の検査の状況 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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1-1-1-4-1 イスラマバード空港の車両検査 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

1-1-1-4-2 ラホール空港の車両検査 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 13 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

1-1-1-4-3 カラチの車両検査 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

1-1-2 空港開発計画 

空港管理者である民間航空庁（CAA: Civil Aviation Authority）は、2015年国家航空政策（National 

Aviation Policy 2015: NAP2015）に基づき、テロ行為の標的となりやすい空港の国際的要件に準

じた保安対策強化を進めている。NAP2015では航空保安が重要政策の一つとして位置づけられ

ており、最新のテクノロジーを採用した適切な保安機材の整備を行い、旅客、手荷物、貨物の

検査を向上させることとしている。本計画は NAP 2015のこの方針と合致するものである。 

1-1-2-1 新イスラマバード空港開発計画 

新イスラマバード空港は現在建設中であり、2017年 8月 14日の独立記念日に開港予定であっ

たが遅延しており、2017年 12月末に開港予定との情報である。本事業で設置予定の大型貨物車

両検査装置の設置場所についてはすでに道路工事が完了しているため、いつでも設置が可能な

状態である。 

1-1-2-2 ラホール空港開発計画 

ラホール空港は 2019年中には大規模な改修工事が完了予定である。この拡張工事により、受

託手荷物検査装置はインライン方式となる。 

1-1-2-3 ファイサラバード空港開発計画 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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1-1-3 社会経済状況 

パキスタンは日本の約 2倍の国土面積（79.6万 km2）があり、パンジャブ人、シンド人、パ

シュトゥン人、バローチ人等からなる多民族国家である。人口は 1億 9,320万人（2016年世界

銀行）で世界第 6位である。主要産業は繊維業と農業であり、海外からの出稼ぎ労働者からの

送金が多い。2015年度までの過去約 10年間は経済改革が停滞し、経済成長率は 4％代と低迷し

ていたが、農業生産が好調であった点や、中国パキスタン経済回廊関連の大型事業等が経済活

性化につながり、2016年度の実質国内総生産の成長率は 5.3%を記録した。経済成長率は 2007

年度以来の 5%以上の高水準となっており、経済情勢は回復基調である。2016年の一人当たり

GNIは 1,510米ドル（世界銀行）であった。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

1-2-1 無償資金協力の背景・経緯 

パキスタンでは、空港管理者である民間航空庁（CAA : Civil Aviation Authority）が、NAP2015

に基づき、テロ行為の標的となりやすい空港の国際的要件に準じた保安対策強化を進めている。

近年脅威が増している旅客の受託手荷物に隠された爆発物に対しては、その検出をより確実に

行うことが重要であり、その際、国際民間航空機関（ICAO : International Civil Aviation 

Organization）が定める国際基準を満たすことが求められる。 

日本国政府はパキスタン主要 3国際空港（カラチ、ラホール及びイスラマバード）に対する

無償資金協力「空港保安強化計画」（2013年）（以下「第一次空港保安強化計画」とする）を

実施し、各空港へ各種検査装置を整備し、主要空港の国際保安体制が強化された。一方、中規

模国際空港であるムルタン及びファイサラバード国際空港に関しては中東諸国への経由便も多

く、また、両空港で新たに持ち込まれる手荷物及び受託手荷物の検査レベルが低く危険物等の

持ち込みの可能性も懸念されることから、主要 3国際空港の検査レベルに準じた検査体制を確

立することが必要とされている。また、「第一次空港保安強化計画」にて外貨交換レート変化

による機材調達費の増加により当初計画から除外された機材についても依然として整備の緊急

性及び重要性が高い。 

パキスタンにおけるテロ発生リスクの更なる低減のためにはこれら 5国際空港に国際基準に

基づく検査体制を確立し、空港内のみならず地域全体のテロ対策に裨益することが重要であり、

本事業は保安対策強化を進めるパキスタン国政府の政策においても重要案件として位置付けら

れている。 

1-2-2 パキスタン国政府からの要請内容 

パキスタン国政府から日本国政府に対して、以下の表で示す各種保安機材が要請された。 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

1-3 我が国の援助動向 

パキスタンへの治安対策関連分野の我が国の援助実績を下表に示す。 

表 2 パキスタンへの治安対策関連分野への援助実績 

実施年度 形態 案件名 概要 

2013-2016 無償資金協力 空港保安強化計画 イスラマバード、ラホール及びカラチの

主要国際空港に手荷物検査装置、車両検

査装置等を整備 

2014-2017 無償資金協力 カラチ港及びビンカ

シム港治安強化計画 

カラチ港及びビンカシム港に大型 X 線

検査装置を整備 

2016-2017 無償資金協力 経済社会開発計画 我が国で生産される平和構築・人道支

援・テロ対策分野の機材・製品等を購入

するための資金を供与 

2018- 無償資金協力 経済社会開発計画 我が国で製造されたテロ対策に資する

機材等を供与するもの 

1-4 他ドナーの援助動向 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

パキスタンの航空関係機関の上部機関は内閣府 Aviation Divisionである。Aviation Divisionの

傘下には、Pakistan Civil Aviation Authority（CAA）、Airport Security Force（ASF）、Pakistan 

Meteorological Department及び Pakistan International Airlinesが属している。 

 

 
出典: Aviation Division 

図 10 Aviation Divisionの組織図 

CAAは空港運営者であると共に航空安全監督者でもある。CAAの組織は CAA本部、航空安

全監督、航空管制、空港運営に別れている。本事業の担当部署である航空保安部は航空安全監

督の部署である。 
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出典: CAA 

図 11 CAAの全体組織図 

 
出典: CAA 

図 12 CAAの安全監督部門の組織図 

ASFは 1976の設立当初は Department of Civil Aviationに属していたが、1981年のハイジャッ

ク事件以降国防省の機関となっていた。その後 2014年のカラチ空港でのテロ事件を受けて内閣

府 Aviation Divisionに属している。 
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出典: ASF 

図 13 ASFの組織図 

2-1-2 財政・予算 

CAAの 2011年から 2014年までの予算内訳を下表に示す。航空交通量の増加に伴い、CAAの

収入は航空収入、非航空収入共に年々増加している。また、2014年度は 476億ルピーの収入に

対して、支出は 240億ルピーで、利益として 198億ルピーを計上している。機材の維持管理費

については、2014年度は約 6.5億ルピーの支出をしている。これは全体の支出の約 2.6%の支出

であり、金額、割合共に本事業で整備される機材の維持管理費を十分賄えるものである。 
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表 3 CAAの収入と支出 

単位：百万ルピー 

2011 2012 2013 2014 

収入 

航空収入 13,863 22,117 34,712 41,247 

非航空収入 3,333 3,587 3,930 4,966 

免許・検査業務 178 308 381 366 

銀行預金利息 1,461 1,097 616 974 

その他収入 61 68 86 132 

小計 18,896 27,177 39,725 47,685 

支出 

一般管理費 7,653 8,510 13,900 11,126 

退職金等 811 978 1,803 2,111 

医療費等 93 113 131 130 

修繕維持管理費 336 393 519 647 

休業補填 177 301 306 213 

貸倒引当金 2,452 2,240 5,091 6,540 

減価償却費 1,920 2,891 2,896 3,254 

財務費 2 2 22 2 

小計 13,444 15,428 24,668 24,023 

税引前利益 5,454 11,749 15,056 23,560 

税金 1,640 5,095 5,838 3,679 

税引後利益 3,814 6,654 9,218 19,881 

出典:CAA annual Report （予算年度は 7月から翌 6月） 

2-1-3 技術水準 

パキスタンの空港では、ASFの職員が保安機材を使って保安業務を行っている。保安業務を

実際に行うには、カラチ空港に隣接する ASFアカデミーで所定の訓練を受ける必要があり、ASF

アカデミーには保安要員の教育訓練プログラムや施設が整備されており、保安機材の運営を行

うための技術水準は問題ない。保安機材の維持管理についても、構造が簡単な機材については

ASFの技術要員が修理を行っている。また、交換部品や消耗品については現地の代理店が保管

をしており、急な故障にも対応できる体制となっている。 



 

 - 22 - 

2-1-4 既存施設・機材 

2-1-4-1 手荷物検査の実施状況 

パキスタンの国際空港の保安検査は下記のフローで行われている。 

- 入口での搭乗券とパスポート及び ID の確認（空港ビルの内部へは旅客のみが入場で

きる） 

- シングルビューの X線検査装置での全ての荷物の検査 

- 門型金属探知機での乗客の検査 

- 麻薬局と税関による手荷物検査 

- チェックイン手続き 

- 受託手荷物の X線検査（カラチ、イスラマバード、ラホールのみ） 

- 出国審査 

- 機内持込手荷物用 X線検査装置による機内手荷物検査 

- 門型金属探知機での乗客の検査 

- ボディスキャナでの乗客の検査 
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図 14 旅客と手荷物の検査フロー 
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2-1-4-2 保安検査の行き先別の対応 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

2-1-4-3 イスラマバード空港 
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2-1-4-4 ラホール空港 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

2-1-4-5 ファイサラバード空港及びムルタン空港 
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2-1-4-6 カラチ空港 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

2-1-4-7 ASF アカデミー 

ASFアカデミーはカラチ空港の旅客ターミナル地区と滑走路を挟んだ反対側の敷地にある。

ASFには 76名の教官が在籍し、約 1,000人の訓練生を受け入れる宿舎、フィールド及び教室等

の施設がある。通常は 800人が訓練を受けており、その内の 150人は女性である。ASFでは基

礎訓練を 6ヵ月間（24週間）行う。その後 1～2年間現場での訓練を受けた後、専門の訓練コー

スを ASFで受けることができる。専門のコースには X線検査装置のオペレーターのコースがあ

る。少なくとも 1年間の現場での業務を行わないと手荷物検査等のステップには進めない教育

システムとなっている。 

訓練を行う教室には、実際に空港で発見された危険物を展示する部屋、座学を行う教室、コ

ンピューターベースの訓練（Computer Based Training: CBT）を実施する部屋、実際現場で使わ

れている X線検査機装置を使った訓練を行う部屋等がある。CBTは米国の Safepassege 

International Inc.2製造の SAFE PASSAGE SYSTEMを使用している。このシステムは世界の空港

で主に使われている X線検査装置の実際の画面に表示されるイメージを使って訓練が行えるも

のである。また、CBTにはこれ以外に国連薬物犯罪事務所（United Nations Office on Drugs and 

Crime: UNODC）によって設置された、ASFにと麻薬取締局の人員の訓練のために設置されたも

のもある。この CTBは法執行機関への E-learningシステムであり、ASFに納品されているもの

はウルドゥー語のものである。この CTBには 92のモジュールがあり、1つのモジュールは 7

週間で完了するようになっている。 

                                            
2 https://www.safe-passage.com/ 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

2-2-1-1 新イスラマバード空港 

新イスラマバード空港は 2017年 12月開港予定である。 

新イスラマバード空港には車両 X線検査装置を設置する計画であるが、設置場所は空港内の

道路であり、電源を設置する事は容易である。 

2-2-1-2 ファイサラバード空港 

ファイサラバード空港は拡張工事中であるが、本事業で設置する手荷物検査装置は旅客ビル

内に設置する計画であるため、電源は近くの配電盤から取ることが可能である。車両検査装置

は小型のものは道路上に設置し、近くに車両下部検査装置があることから、近くの配電盤から

電源を取ることが可能である。大型車両検査装置はエアサイドの道路に設置するが、電源を設

置は容易である。 

2-2-1-3 ムルタン空港 

ムルタン空港は 2015年にターミナル地区の整備が行われ、空港内全体をカバーする容量の発

電機によるバックアップ電源が設置されている。空港内はどこでも電源を近くの配電盤から取

ることが可能である。 

2-2-1-4 カラチ空港 

カラチ空港には屋内に手荷物検査装置を設置する計画であるが、空港ビル内であるため電源

は近くの配電盤から取ることが容易である。 

2-2-2 自然条件 

2-2-2-1 パキスタンの気候 

パキスタンの気候は、基本的に温帯夏雨気候とステップ気候と砂漠気候の三つに分かれてい

る。北部は夏に暑く冬に寒い気候、南部は海洋性の比較的温暖な気候、中部は夏場に 45度まで

気温が上昇するが冬にはかなり冷え込む。過去にパキスタンで観測された最高気温は、50.55度

である。全体的に雨が少なく、年間降水量は 250ミリメートルから 1,250ミリメートル程度であ

り、雨のほとんどは、夏の終わりに吹く南西季節風によってもたらされている。 

対象空港のうち、カラチ空港はパキスタンの南部の海岸平野に、新イスラマバード空港は北

部のインダス川が流下する平野の北部に位置している。気象条件は、カラチは乾燥した砂漠気
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候、イスラマバード、ファイサラバード及びムルタンはステップ気候で雨季と乾季がある。プ

ロジェクトサイトはいずれも空港用地の中であり、既に整地された箇所に機材が設置されるた

め、地盤条件や周辺の排水状況等は問題ない。 

2-2-2-2 カラチ 

カラチは、パキスタン南部のアラビア海に面しており、比較的温暖な気候である。年間平均

気温は 26.1℃、年間最高気温 30℃、年間最低気温 22.2℃であり、降水量は約 250 mmでそのほ

とんどは 7月と 8月の雨季に降る。冬は平均気温が 20℃程度と温和な過ごしやすい季節である

が、4月から 8月の最高気温が 30℃から 44℃程度になり夏はかなり暑くなる。カラチで過去に

観測された最高気温と最低気温は、47.8℃と 0℃である。 

表 4 カラチ 月別気温 

月別 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

平均最高気温（℃） 25.6 26.4 28.8 30.6 32.3 33.3 32.2 30.8 30.7 31.6 30.5 27.3 

平均最低気温（℃） 14.1 15.9 20.3 23.7 26.1 27.9 27.4 26.2 25.3 23.5 20 15.7 

降水量（mm） 3.6 6.4 8.3 4.9 0 3.9 66.4 44.8 22.8 0.3 1.7 4.5 

出典：世界気象機関データ 

2-2-2-3 イスラマバード 

イスラマバードの気候区分は暖温帯に属し、夏は冬よりはるかに降水量が多く、年間平均気

温は 21.3℃、年間最高気温 28.6℃、年間最低気温 14.1℃、降水量は平均して 941 mmである。

最も乾燥している時期は 11月であり、11月の降水量はわずか 17mm、最大降水量は 8月の平均

227 mmである。最も暑い月の平均気温は 31.7℃まで達し、最も低い平均気温は 1月で 9.8℃。

最低降水量月と最高降水量月の降水量の差は 210mm、1年中の気温の変化は 21.9℃にのぼる。 

表 5 イスラマバード 月別気温 

月別 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

平均最高気温（℃） 17.7 19.1 23.9 30.1 35.3 38.7 35.0 33.4 33.5 30.9 25.4 19.7 

平均最低気温（℃） 2.6 5.1 9.9 15 19.7 23.7 24.3 23.5 20.6 13.9 7.5 3.4 

降水量（mm） 56.1 73.5 89.9 61.8 39.2 62.2 267 309.9 98.2 29.3 17.8 37.3 

出典：世界気象機関データ 

2-2-2-4 ムルタン・ファイサラバード 

ムルタン、ファイサラバードは、柑橘類やマンゴーの産地であり、夏は非常に暑く、砂嵐が

発生する。ムルタンの年間気温は 25.2℃、年間最高気温 32.6℃、年間最低気温 17.9℃であり、
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過去にムルタンで観測された最高気温と最低気温は、52℃と-2℃である。また、ファイサラバ

ードの年間気温 23.8℃、年間最高気温 30.9℃、年間最低気温 16.7℃である。 

表 6 ムルタン 月別気温 

月別 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

平均最高気温（℃） 21.0 23.2 28.5 35.5 40.4 42.3 39.2 38.0 37.2 34.6 28.5 22.7 

平均最低気温（℃） 4.5 7.6 13.5 19.5 24.4 28.6 28.7 28.0 24.9 18.2 10.9 5.5 

降水量（mm） 7.2 9.5 19.5 12.9 9.8 12.3 61.3 32.6 10.8 1.7 2.3 6.9 

出典：世界気象機関データ 

表 7 ファイサラバード 月別気温 

月別 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

平均最高気温（℃） 19.4 21.9 26.7 33.5 38.4 40.5 37.1 36.1 35.7 33.0 27.2 21.4 

平均最低気温（℃） 4.1 7.1 12.3 18.0 22.7 26.9 27.1 26.6 23.7 17.0 10.1 5.1 

降水量（mm） 11.5 20.1 25.7 16.9 16.2 27.9 115 89.8 28.7 3.8 3.0 8.6 

出典：世界気象機関データ 

以上のような乾燥気候というサイトの自然条件を考慮し、本事業で屋外に設置する機材の仕

様設定に関しては、特に高温、砂塵、強い直射日光といった環境条件に配慮する必要がある。 

2-2-3 環境社会配慮 

本事業の機材は全て空港内に設置するため、環境や社会への望ましくない影響は最小限化あ

るいはほとんどないと判断され、JICA環境社会配慮ガイドラインではカテゴリーCに分類され

ている。 

本事業の機材は X線を使用しているものがあるが、これらの機材には X線被曝量に関する国

際放射線防護委員会の勧告である、ICRP60を遵守する機材を選定する。大型車両検査装置は放

射線の放出量が大きいため、放射線安全区域を設置する必要がある。 

2-3 その他（グローバルイシュー等） 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

3-1-1 上位目標とプロジェクト目標 

パキスタン政府は、国家航空政策（National Aviation Policy 2015）に基づき、テロ行為の標的

となりやすい国際線就航空港の国際的要件に準じた保安対策の強化を進めている。本事業の目

標は、主要国際空港（カラチ、ムルタン、ファイサラバード、新イスラマバード）において保

安機材を整備することにより空港保安体制の強化を図るもので、これをもってテロ発生リスク

の低減を通じた社会の安定化に寄与する。 

3-1-2 プロジェクト概要 

本事業ではカラチ、ムルタン、ファイサラバード、新イスラマバードの各空港において以下

の保安機材を整備する。 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

本事業で整備する機材には下記が含まれる。 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-1-1-1 対象空港 

本事業の協力対象空港は、カラチ空港、ムルタン空港、ファイサラバード空港及び新イスラ

マバード空港の 4空港である。パキスタンには、これら以外にラホール空港、ペシャワール空
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港、クエッタ空港の 3空港に国際線が就航している。ラホール空港は無償資金協力「空港保安

強化計画」（2013年 G/A締結、以下「第一次空港保安強化計画」と呼ぶ）の対象空港であった

が、パキスタン政府による大規模な改修工事が計画されており、自国で手荷物の検査方法を改

善する計画があるため、本事業の対象空港から除外した。また、ペシャワール空港とクエッタ

空港の国際空港としての役割の重要性は確認されたが、現地の治安情勢を考慮して本事業の対

象から外すこととなった。 

3-2-1-1-2 受託手荷物検査機材の選定方針 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

3-2-1-1-3 受託手荷物の検査方法 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

ミニ・インライン方式の受託手荷物検査は、EDSとバッゲージハンドリングシステム（BHS）

を組み合わせたシステムである。この方式は従来の検査方法よりも処理速度と検出能力でより
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優れている。第一段階の Level 1は EDSの爆発物自動検知機能を使った検査である。Level 1の

検査で手荷物は、安全な荷物（Cleared Bags）、不審物が疑われる荷物（Suspected Bags）及びさ

らなる検査が必要な荷物に分けられる。さらなる検査が必要な荷物は Level 2に進み、検査員が

画面上で検査・判定をする（On Screen Resolution: OSR）。この結果不審物があると思われる荷

物（Suspected Bags）については Level 3の開披検査場所（Checked Baggage Resolution Area: CBRA）

に進む。CBRAでは爆発物痕跡検査装置（ETDS）により荷物を検査し、安全を確認したものに

ついては開披検査をして内容を確認する。 

 

出典：JICA調査団 

図 15 ミニ・インラインシステム 

EDSで発見された不審な荷物は爆発物痕跡検知装置（ETDS）で安全を確認した後に開披検査

で内容の確認をするが、開披検査はパキスタンでは乗客の立会の元に実施している。このため、

荷物の検査場所は乗客を容易に呼び込める場所に設置する必要がある。 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

3-2-1-1-4 機内持込手荷物の検査方法 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

Mini-Inline System Concept 

A
T
R

ATR: Automa c Tag Reader 
OSR: On-Screen Resolu on 
CBRA: Checked Baggage Resolu on Area 

EDS 

LEVEL 1 EDS LEVEL 2 OSR 

LEVEL 3 CBRA 

Suspected Bags 

EDS Alarmed Undergoing OSR Bags 

Cleared Bags 
Makeup Area 

A
T
R

20 to 30 second 
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3-2-1-1-5 爆発物痕跡検査装置（ETDS） 

爆発物痕跡検知装置（ETDS）は EDS-CTや EDS/LEDSで爆発物が含まれている可能性がある

荷物の表面に爆発物の痕跡があるかどうかを検査する機材で、荷物の開披検査をする場所に設

置される。 

3-2-1-1-6 空港へ入場する車両への検査方法 

 

 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

3-2-1-1-7 エアサイドへ入場する車両への検査方法 

ランドサイドからエアサイドへ入場する車両には、給油タンクローリー、ケータリング車両、

エアサイドでの工事を行う車両、ランドサイドでメンテナンスをしたあとエアサイドに戻る地

上支援車両等がある。パキスタンの空港ではエアサイドへのゲートが二重となっていて、入場
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する車両は基本的に一台ずつがこのゲートの内側に入り、運転手や車両の入場許可証の検査や

危険物の持込が無いかの検査を行っている。これらの検査は現在目視により行われているが、

より正確に危険物や武器等が車内に隠されていないかを検査するために、大型貨物車両検査装

置が「第一次空港保安強化計画」ではカラチ空港とラホール空港に設置された。 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

本事業で調達する機材は屋内に設置するものと屋外に設置するものがある。対象空港周辺の

夏場の気温は摂氏 40度を超える。また、乾燥地域でもあるため砂塵も多い。このため屋外に設

置する機材については、高温、砂塵、強い直射日光に耐えられる性能を有する必要がある。 

3-2-1-3 建設事情／調達事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

本事業で調達する受託・持込手荷物爆発物検知装置および車両用検査装置の輸入および設置

に関しては、パキスタン原子力規制庁 （Pakistan Nuclear Regulatory Authority、PNRA） に対し

て X 線検査装置の設置許可等の申請を行う必要がある。また製品が製造国の輸出規制対象製品

である場合は、輸出に際して当該国関係当局に輸出許認可申請が必要となることに留意する必

要があるが、本事業で調達される機材は、「第一次空港保安強化計画」及びパキスタン国政府

で既に調達実績があるため問題にはならないと考える。 

3-2-1-4 現地業者（建設会社、コンサルタント）の活用に係る方針 

パキスタンにおいてはこれまで港湾、空港等において保安機材を設置し運用している。この

ため現地業者も十分な維持管理・工事技術を有しており、これら現地業者を活用することを基

本方針とする。 
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3-2-1-5 運営・維持管理に対する対応方針 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

3-2-1-6 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

現状の処理量、また現行の規則に加えて近々に改訂される可能性の高い規則に対応できる機

材とすることを基本方針とする。 

3-2-1-7 工法／調達方法、工期に係る方針 

国際調達に係る規則および日本政府が定める規則に則った競争入札を基本として調達するこ

とを基本とする 

3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

3-2-2-1 空港毎の整備計画 

空港毎の整備計画を次表に示す。 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-2-2 カラチ空港の機材整備計画 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

3-2-2-3 ムルタン空港の機材整備計画案 

 

 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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3-2-2-4 ファイサラバード空港の機材整備計画案 

 

 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

 

 

 

3-2-2-5 新イスラマバード空港の機材整備計画案 

 

相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 

 

 

3-2-2-6 各機材の仕様 

各機材の仕様を次表にまとめる。 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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相手国の安全が害される恐れのある情報が含まれるため非公開 
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3-2-3 概略設計図 
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3-2-4 ムルタン空港の機材整備計画案 
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3-2-5 ファイサラバード空港の機材整備計画案 
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3-2-6 新イスラマバード空港大型車両検査機整備 
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3-2-7 施工計画／調達計画 

3-2-7-1 施工方針／調達方針 

本事業で調達する EDS-CT、EDS/LEDSと乗用車両／大型貨物車両検査装置は、それぞれ旅客

手荷物検査と車両検査で使用目的が異なる検査機材である。本事業で要求する仕様を満たす機

材を生産しているメーカーは世界で数社しかなく、その中には両方の種類の機材を製造してい

るメーカーもあればどちらか一方の機材のみを製造しているメーカーもある。また、これらの

機材は使用目的も設置場所も全く異なるものであり、機材の調達、据付、運用、維持管理はそ

れぞれ個別に実施するもので、機材間に特段の関連性はない。 

これらの調達事情を考慮し、入札時にはより多くのメーカーに入札への参加の機会を与え、

入札の競争性を高めることを考慮する必要がある。 

3-2-7-2 施工上／調達上の留意事項 

3-2-7-2-1 現地代理店情報 

本事業で調達する機材は大きく分けて以下の 2種類に大別できる。 

• 爆発物検査装置（受託手荷物用 EDS-CT、受託手荷物用 EDS、機内持ち込み用 LEDS、

爆発物痕跡検知装置 ETDS、バゲージハンドリングシステム BHS） 

• 車両検査装置（乗用車両用および大型貨物車両用） 

これらの機材はいずれも受注生産の特殊機材であり、日本国内では製造されておらず第三国

の海外メーカーから調達することになる。現在、パキスタン国内の主要な空港においても同様

の機材が導入されていることから、カラチにこれら検査装置を取り扱う代理店がある。主要代

理店は以下の 4社である。 
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表 8 主な現地代理店 

会社名 連絡先 取扱メーカー 
KARSAZ （PVT.） 
LIMITED 

住所：1st Floor, Ehtesham Center, 10th East Street, 
Phase I, D.H.A., Karachi-75500, Pakistan 
Tel：+92-21-111-KARSAZ （527-729） 
Fax：+92-21-5850-1915 
URL：www.karsaz.com.pk 

Smiths Detection 
 

International Aeradio 
Pakistan （IAL） 

 

住所：411. Clifton Center, Main Clifton Road, 
Kaeach-75600, Pakistan 
Tel：+92-21-3583-7800/8746 
Fax：+92-21-3587-0031 
URL：www.ialpak.com 

Rapiscan 

TECNOLOGY LINKS 
（PUT） LTD. 

住所：4/11-12,Rimpa Plaza, M.A. Jinnah Road, 
Karachi, Pakistan 
Tel：+92-21-3273-4260 
Fax：+92-21-3270-0728 
URL：www.technologylinks.com.pk 

LEIDOS 

RIZVI&COMPANY 住所:B-24, Block No.9, Gulshan-e-Iqbal 
Karachi-75300, Pakistan 
Tel: +92-21-34821116/21-34827124 
Fax: +92-21-34968626/21-34993570 
URL: rizviandco.com.pk/ 

L-3 

3-2-7-2-2 調達関連法規 

本事業で調達する機内受託・持込手荷物爆発物検査装置および車両検査装置の輸入および設

置に関しては、パキスタン原子力規制庁 （Pakistan Nuclear Regulatory Authority、PNRA） に対

してこれら X線機材の設置許可等の申請を行う必要がある。また製品が製造国の輸出規制対象

製品である場合は、輸出に際して当該国関係当局に輸出許認可申請が必要となることに留意す

る必要があるが、本事業で調達される機材は、「第一次空港保安強化計画」およびパキスタン

国政府で既に調達実績があるため問題にはならないと考える。 

3-2-7-2-3 現地業者の据付能力 

本事業で調達する機材は、メーカーが主体で契約業者が設置することとなる。パキスタン国には

既存空港の維持管理・修理工事を請け負っている会社もあり、現在の新イスラマバード空港の建設

工事も現地建設業者で行われている。そのため、本事業で調達される機材の据付においても、それ

ら現地業者の活用も可能である。また、パキスタン国側負担工事として、主電源から機材までの電

気引き込み工事・土木工事（大型貨物車両検査装置設置のための既存道路切り回し等）の簡易的な

工事であるため、これらいずれも現地業者による施工で問題ないと考える。 

3-2-7-2-4 現地業者のサービス体制 
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3-2-7-2-5 通関輸送方法 

調達機材は米国、英国、ドイツ、フランスなどの調達国にある製造工場に最も近い港から海

上輸送され、パキスタンのカラチ港で陸揚げ、通関される。調達国よりパキスタンの主要港で

あるカラチ港までの海上輸送は、最長で約 2カ月を要する。カラチから最も遠いイスラマバー

ドまでは約 1,500㎞の距離があるが、AH（Asian Highway）4号線および AH2号線が開通してお

り、ムルタン、ファイサラバードへの内陸輸送についても問題ないと考える。 

パキスタン国での無償資金協力は輸入関税、売上税、所得税は免税となる。免税手続きに必

要となる関係省庁は以下に示すとおりである。 

• Ministry of Finance, Revenue, Economic Affairs, Statistics and Privatization：財務歳入経済統

計民営化省 

• EAD: Economic Affairs Division：財務歳入経済統計民営化省経済局 

• CAA: Civil Aviation Authority：民間航空庁 

• FBR: Federal Board of Revenue：連邦歳入庁 

• SBP: State Bank of Pakistan：パキスタン国立銀行 

以下に、交換公文（E/N）後の免税手続き手順を整理する。 

• 交換公文（E/N）は EADと在パキスタン日本大使館の間で署名される。 

• E/N署名後 EADが CAA、FBRに対して E/Nの内容と当該案件が免税であることを通知

する。FBRは免税に同意する旨のレターを発行する。 

• 輸入関税については機材の出荷時に業社がパッキングリスト、B/L、Invoiceを CAAに提

出し、CAAがこれらの書類と FRBの同意レターを添付して EADに免税申請書を提出す

る。EADは免税承認証を CAAに発行する。 

• シンド州の税金について CAA が同様の書類をシンド州に申請し、シンド州は免税承認

書を EAD及び CAAに発行する。 

また、B/A及び A/Pの手続きを以下に整理する。 

• E/N署名後 EADが SBPに対して B/Aの手続きを依頼し、SBPが日本の銀行に口座を開

設する。コンサルタント及び業社契約の JICA 認証後に CAA が SBP に A/P の作成を依

頼し、SBPが A/Pを作成して日本の銀行に送る。 
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3-2-7-2-6 関連法規等 

本事業で調達する EDS-CT、EDS/LEDSは、空港ターミナル出発チェックインカウンター付近

に設置される。空港ターミナルを含む建築物は、パキスタン建築基準（Building Code of Pakistan：

BCP）に基づいて設計・建設されることとなっている。BCPは、1986年にパキスタン住宅公共

事業省が作成し公表しており、構造技術は IBC（International Building Code：米国）または BS

（British Standards：英国）のような外国の建築基準を参考としている。建築基準行政は、市レ

ベルの地方行政機関（中央政府、州政府の次に位置づけられる行政機関）が担当している。ど

ういう建築基準を採用するか、どの範囲まで適用か、強制規定かどうかなどは、各地方行政組

織の権限で定められている。首都イスラマバードの所管官庁である首都開発庁（CDA、Capital 

Development Authority）では、規則的事項（建物高さ、容積率など）のチェックは行っているが、

建築基準（構造規定を含む）は建築家の責任とされている場合もある。 

3-2-7-2-7 据付の制約条件 

ターミナルビル内に設置される EDS-CT、EDS/LEDSは、小規模（幅 3.0m×長さ 5.0m程度）

な機材であるにも関わらず、X線を遮蔽するため大量の金属が使用されているため、重量は 6.0

トンを超えるものもある。そのため、既存空港の出発カウンターが 2階にある場合は、建物の

柱・梁・床スラブの位置・形状を事前に確認することも必要である。 

また、乗用車両／大型貨物車両検査装置は、空港進入路・駐車場入口、及びエアサイド入口

の屋外に設置されるため、構造的な制約は無いものの効率的に検査が実施される位置を検討す

る必要がある。 

EDS-CTおよび EDS/LEDSの設置は、空港チェックイン業務を中断させずに据え付ける必要

がある。現在、対象空港の国際線は 24時間運営をしているため、既存の保安検査業務への影響

を最小限にする準備工事を進めておき、仮設チェックインカウンターを用意したり、チェック

イン時間の間隔が最も長い時間帯に短時間で装置を設置するなどの据付計画を立案する必要が

ある。 

本事業で調達する EDS-CT の操作は、操作するオペレーターの教育訓練の終了まで運用を開

始できない。メンテナンス及びオペレーター教育訓練が終わって必要数のオペレーターが揃う

のに合わせて、各空港での据付が終わるよう工程計画を立てる。 

また、相手国側負担工事である各機材への電源供給工事は、機材の据付が始まるまでに完了

するよう工程の調整を事前に十分行う必要がある。 

3-2-7-3 施工区分／調達・据付区分 
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表 9 調達・据付区分 
 

対象 実施項目 日本側 パキスタン側 

共通 銀行取極（B/A）、支払授権書（A/P）手続き  ○ 

免税措置、通関手数料  ○ 

原子力規制委員会からの X線機材の設置許 

可取得 
 ○ 

機材の調達 ○  

機材の梱包・輸送 ○  

機材の据付・調整・試運転 ○  

初期操作指導・運用指導 ○  

工事許可取得  ○ 

機材への電力供給（既存分電盤から）  ○ 

受託手荷物検査装置、

機内持込爆発物検査

装置、爆発物痕跡検査

装置 

検査装置設置工事における航空会社との調整 
 ○ 

検査装置設置時のチェックインカウンターの

移設  ○ 

車両検査装置設置 
車両検査装置設置場所（操作室設置場所 

を含む）の確保  ○ 

整地・舗装新設・既設舗装撤去・

フェンス新設(*)  ○ 

既設門扉撤去・新設(*)「3-2-3  概略設計図」 
参照。） 

 ○ 

(*)：一部空港の必要箇所のみ 

3-2-7-4 施工監理計画／調達監理計画 

無償資金協力業務の実施手順に沿って、パキスタン政府実施機関と本事業に関する実施設計、

調達監理業務契約を結び、JICAの認証を経て以下の通り当該業務を実施する。 

3-2-7-4-1 実施設計業務 

コンサルタントは本計画の協力準備調査の結果および交換公文（Exchange of Notes: E/N）、贈

与契約（Grant Agreement: G/A）に基づき、コンサルタント契約書に示された実施設計を行う。

実施設計の結果を踏まえて事業費積算の精査を行い、機材調達の入札に必要な仕様書・図面を

含む入札図書を作成する。 

3-2-7-4-2 入札関連業務 

コンサルタントは入札参加者の選定、入札方法等についてパキスタン政府実施機関と打合せ、

実施機関による以下の入札関連業務を支援する。 
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• 入札公示 

• 入札図書配布 

• 入札実施 

• 入札評価 

• 業者契約交渉および契約締結の支援 

3-2-7-4-3 調達監理業務  

コンサルタントは、調達機材が仕様書に適合しており、適切に機材据付が行われ、工程が予

定通り進捗しているか、などを監理する。また機器製作図と機材について機材検査要員が照査・

承認を行う。調達監理技術者は現場に駐在し据付の監理、検収引渡しの監理を行う。 

3-2-7-5 品質管理計画 

対象機材のメーカーはいずれも多くの国の空港に相当数の納入実績があり品質管理体制に問

題は見受けられない。このため最終的に現地検収・試験（Site Acceptance Test: SAT）で据付・

調整を完了した機材の動作・性能確認等を行って引渡しを行う。 

3-2-7-6 資機材等調達計画 

3-2-7-6-1 機材調達先 

本事業の対象機材は、いずれも適合する性能・仕様の日本製品がないため、海外メーカー製

の機材を調達することになる。また検査機材は性能、精度及び耐久性において高い水準が求め

られることから、機材は OECD（経済協力開発機構）DAC（開発援助委員会）加盟国や ASEAN

諸国で製造されているものとする。 

調達される機材は、パキスタン側の操作要員および保守要員への技術指導が可能なメーカー

の機材とする。またパキスタン国内にメンテナンスを担当する会社や代理店が存在し、機材の

故障の際にも空港運用に混乱を生じさせない迅速な修理体制を保持するものとする。 

空港運用への影響を最低限にする迅速な修理にはスペアパーツを常時備えておくことが必要

不可欠である。本事業では現地調査時のパキスタン側からの要請に基づき、必要性の高い一定

のスペアパーツを調達する。なお、それ以外のスペアパーツについてはパキスタン政府が必要

な予算措置を行い、パキスタン国内のメンテナンス担当会社が対応する。 

3-2-7-6-2 輸送計画  

対象機材の製造工場は米国、英国、ドイツ、フランス、マレーシアなどが想定されそれぞれ

の地域に最も近い港から海上輸送され、パキスタンのカラチ港で陸揚げ、通関される。 
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カラチ港から各対象空港までの輸送距離はファイサラバード約 1,200km、ムルタン約 900km、

新イスラマバード約 1,500 kmとなっているが、いずれも質の高い国道が整備されており、機材

の輸送に支障はない。 

3-2-7-7 初期操作指導・運用指導等計画 

対象機材は現在パキスタンの空港において使用されている機器とシステムや操作性が大きく

異なるものではないため、検査手順や X線画像の判別等の基礎的な知識や技能は習得されてい

る。よって、機材設置時にメーカーによる初期操作指導及び運用指導のみを行うこととする。 

3-2-7-8 ソフトコンポーネント計画 

今回対象機材の基本システム、操作性は既存機材と大きく異なるものではないので、ソフト

コンポーネントは実施しない 

3-2-7-9 実施工程 

3-2-7-9-1 基本方針 
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3-2-7-9-2 機材の製造期間 

いずれの機材も受注生産であり、メーカーは受注後、設計・製造・検査を経て出荷する。 メ

ーカー聴取による機器製造期間は機器毎に異なり受託手荷物検査装置は約 5ヶ月、機内持込手
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荷物検査装置及び爆発物痕跡検知装置は約 4ヶ月、車両検査装置は約 6ヶ月、BHSは 11ヵ月と

なっている。 

3-2-7-9-3 輸送期間と到着時期 

輸送期間については、輸送距離に鑑み船待ち等の余裕を見込み、海上輸送期間を 60 日間と

設定する。 

3-2-7-9-4 初期操作指導、運用指導、検収・引渡しに要する期間 

本事業で調達する機材は、据付・調整の終わったものから通常の保安検査に使用する必要が

ある。そのため初期操作指導・運用指導は機材据付と並行して機材ごとに分散して実施する。 

所要期間は、EDSは 1 空港あたり 3 日（3 空港で実施）、EDS-CT 3日（1 空港のみ実施）

である。LEDSは 3日、BHSについても 3日間の維持管理指導、また乗用車両・大型貨物車両

検査装置は、両方の機材について同時に初期操作指導、運用指導、維持管理指導を実施し、1 空

港あたりの所要期間は 10日間である。これらの詳細な内容は、詳細設計時に再検討し、最終的

に入札書類に技術仕様として規定する。 

3-2-7-9-5 調達実施工期の算定 

以上から、本事業の実施工期を以下のように設定する。 

表 10 実施工程 

 EDS検査装置 大型/乗用車両検査装置 BHS 

機器製作図作成、承認 1.0ヵ月 1.0ヵ月 2.0ヵ月 

機器の製作期間（最長） 5.0ヶ月 6.0ヶ月 11.0ヶ月 

製品検査、船積前検査、輸送期間 4.0ヶ月 4.0ヶ月 4.0ヶ月 

据付、調整、操作指導等 3.0ヶ月 4.0ヶ月 7.0ヶ月 

検収・引渡し 0.5ヶ月 0.5ヶ月 0.5ヶ月 

計 13.5ヶ月 15.5ヶ月 24.5ヶ月 
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3-2-7-9-6 調達実施工程表 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

3-3-1 パキスタン側負担事業の概要 

本事業が日本国の無償資金協力事業として実施されるに際して、パキスタン側は、「2-4-3 調

達・据付区分」に基づいて、下表の負担事項を所定の時期に実施する必要がある。 

これらパキスタン側負担事業には、大規模な工事や技術的に困難な工種は含まれず、パキス

タン側の実施に問題はないと考えられる。また予算についても、実施機関である CAAの予算

収支を勘案すると、問題はないと考えられる。 
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表 11 パキスタン側負担事業の概要 
 

対象 実施時期 実施項目 
土木工事 機材据付開 始

まで 
舗装新設・既設舗装撤去（車両検査機用）（＊） 

既設門扉撤去・新設（車両検査機用）（＊） 

電気工事 機材据付開 始
まで 

機材への電力供給（既存分電盤から） 

諸手続き 実施設計開始時 銀行取極（B/A）、支払授権書（A/P）手続き 
機材調達時 免税措置、通関手数料 
機材据付開 始
まで 

原子力規制委員会からの X線機材の設置許可取得 

工事許可取得 
その他 機材据付時 受託手荷物検査装置設置予定場所の航空会社チェックイ

ンカウンターの移設 

受託手荷物検査場の確保（ムルタン、ファイサラバード

空港） 

乗用車両検査装置設置場所（操作室設置場所を含む） 
の確保 

大型貨物車両検査装置設置場所（操作室設置場所 
を含む）の確保 

（＊）：一部空港の必要箇所のみ 

3-3-2 空港別の負担事項（土木工事・電気工事・建物内工事等） 
 

パキスタン側負担事業のうち、空港別の土木工事及び電気工事等の詳細は以下のとおりであ

る。 

3-3-2-1-1 カラチ空港 
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3-3-2-1-2 ムルタン空港 
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3-3-2-1-3 ファイサラバード空港 
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3-3-2-1-4 新イスラマバード空港 
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3-3-3 機材への電源供給工事 

前項「3-2 空港別の負担事項」に示した各機材設置位置までの電力供給に関して、特に電源

の取出し位置や電源の品質などを現地で確認した結果は以下のとおりである。基本的にパキス

タン側負担工事である電源供給工事の範囲は、プロジェクトで設置する機材位置までである。 



 

 - 61 - 

空港内の電源品質は、雨期などの時期によっては電圧変動や停電が頻繁に起こり機材に悪影

響を及ぼしていることが「第一次空港保安強化計画」で判明している。このため本事業で調達

する機材については電圧安定化装置（AVR）、無停電装置（UPS）を機材本体と一緒にプロジ

ェクトで調達することとする。 

ターミナルビルに新しく設置する手荷物検査装置については電源の容量も小さいため、最寄

りに設置されている既存分電盤に開閉器を追加して取出しが可能である。機材の電源種別（単

相又は 3相）や電源容量（kVA）は機材の形式によって異なるため、調達業者・機材メーカー

が決まり、機材詳細仕様が決定した段階でパキスタン側に電源仕様を通知して電源工事を行っ

てもらう必要がある。 

屋外へ設置する、乗用車両検査装置および大型貨物車両検査装置について は、空港ターミナ

ルエリア内にある変電所から電源を取り出す。 

パキスタン側工事では、各空港とも既存変電所にある配電盤から取出して機材電源供給 用に

新たに開閉器盤を設置し、機材までのケーブル布設工事を行う。乗用車両検査装置および大型

貨物車両検査装置へは 20～50ｋVA と大きい電源容量が 想定されるが、既存変電所の送電容量

に影響はない。パキスタン側で行うケーブル布設工事は、最寄りの変電所の位置によって 300

～600m 程度の距離となり、基本的に埋設ケーブルで、掘削工事が発生する。 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

調達機材の運用は、それぞれの空港で下表に示されるオペレーターが必要となる。 

元々各空港の保安検査場、空港入口及び制限区域検問所には、既に検査要員が配置されてい

ることから、これらの人材を活用することにより大幅な増員を実施すること無く運用できると

判断される。維持管理についても、既存機材も現在十分に行われていることから、新たな機材

の維持管理についても、メーカーによる初期操作・メンテナンス指導を受ければ、問題なく実

施されるものと考えられる。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

本協力準備調査において、本事業を実施する場合に必要となる事業費総額を日本国政府の無

償資金協力の制度を踏まえ、下記に示す積算条件により見積もった。ただしこの額は交換公文

上の供与限度額を示すものではない。 

なお、本事業は予備的経費を想定した案件となっている。但し、予備的経費の適用及び経費

率については外務省によって別途決定される。 

• 積算条件 

2017 年（平成 29 年）5 月現在 為替交換レート 

1US ドル＝113.11 円 

1パキスタン・ルピー＝1.22 円 

１ユーロ＝121.23円 

3-5-2 日本側負担経費 
 
 

 

 

入札関連情報が含まれるため非公開 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3-5-3 パキスタン国負担経費 

パキスタン側負担事業の主要なものは次表のとおりである。CAA の財政は自己資本の比率が

高く、本事業のパキスタン側負担経費も十分に支出可能である。この負担金額は CAAの年間予

算（2014年度の収入合計 464億パキスタン・ルピーに対し約 0.02％に満たない。3 

  

                                            
3 2014年版 CAA Annual reportによる 
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表 12 パキスタン側負担事項及び金額 
 

負担内容 金額 
① 土木工事 4.0百万ルピー （約 4.8百万円） 
② 電気工事（電力供給） 6.4百万ルピー （約 7.7百万円） 
③ 建築（建物内）工事 3.6百万ルピー （約 4.4百万円） 
④ 諸費用 9.8百万ルピー （約 11.9百万円） 

合計 23.8百万ルピー （約 28.8百万円） 

3-5-4 運営・維持管理費 

機材メンテナンスについては、機材据え付け後 1年間は協力対象事業本体の契約に含まれる

メーカーの瑕疵担保保証で保証される。それ以降はパキスタン側の負担でメンテナンス契約を

結ぶ必要がある。 

1年分のスペアパーツは協力対象事業本体で調達される。それ以降で必要な分のスペアパーツ

は、パキスタン側の負担で購入する必要がある。 

調達機材に係る年間の維持管理費用は次表に示すように、瑕疵担保保証期間が終わる 2年目

以降において概ね年間 1.37億パキスタン・ルピー程度と考えられる。これは CAAの年間予算

（2014年度の収入合計 464 億ルピー）及び、同年の税引後剰余金（198 億ルピー）と比較して

も、十分に支出可能な金額と考えられる。 

調達機材の運営・維持管理に必要な人件費については、CAA 内の既存の人材によりほぼ対応

可能と考えられるので、大きな負担増はないと考えられる。 

表 13 概算年間維持管理費用 

 

費用項目 1年目 2年目以降 

メンテナンス・サービス契約費用 

（スペアパーツ費用を含む） 
－ 

137百万ルピー 
（約166百万円） 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

事業実施のためには、以下の事項がパキスタン側により遅滞なく実施されることが前提とな

る。 

・ パキスタン政府内での PC-1の承認手続き 

・ 空港内での工事許可の取得 

・ 銀行取極、支払授権書の発行 

・ 原子力規制委員会からの X線使用機材の設置許可取得 

・ 電力供給工事、土木工事（道路舗装の設置、フェンス設置、門扉新設）ターミナルビル内

の建築工事（チェックインカウンターの移設、部屋間仕切りの撤去、扉の設置） 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本事業の効果を発現・持続するためパキスタン側が取り組むべき事項は、初期操作指導、運

用指導及び維持管理指導等の研修を受けた職員又はその職員から指導を受けた職員が継続して

供与機材の運転及び保守にあたる点及び、運営及び維持管理に必要な予算が確保される点であ

る。 

4-3 外部条件 

プロジェクトの効果が持続して発現するためには、現状の検査機材で検知できる脅威の種類

が大きく変わらない点が挙げられる。新たな脅威として新種の爆発物や危険物が現れた場合に

は、これに対応する検査機材が必要となる。また、対象空港での機材据付工事が実施できるよ

うに空港周辺の治安が悪化しない点も外部条件として挙げられる。 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

4-4-1-1 プロジェクトの裨益効果 

主要国際空港の保安機能の強化は、パキスタン全体の航空の安全性向上に資するものであり

裨益対象はパキスタン全国民並びにパキスタンの主要国際空港を利用する外国人旅客である。 

4-4-1-2 プロジェクトの目標 

本事業のプロジェクト目標は、主要国際空港（カラチ、ムルタン、ファイサラバード、新イ

スラマバード）において保安機材を整備することにより、空港保安体制の強化を図り、もって
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テロ発生リスクの低減に寄与することである。本事業の上位目標は、パキスタン国における国

境を超えた人の移動の促進に寄与することである。 

4-4-1-3 開発目標との整合性 

国際空港の保安能力の強化は NAP 2015の政策に合致しており、主要国際空港で国際基準に基

づく検査体制を確立し、空港内のみならず地域全体のテロ対策に貢献する点は、パキスタンの

治安の向上を進めるパキスタン政府の政策にも整合するものである。 

4-4-1-4 我が国の援助政策・方針との整合性 

パキスタン・イスラム共和国国別援助方針（2012年 4月）における重点目標として「国境地

域などの安定・バランスの取れた発展」が定められ、テロ対策支援が主要な柱の一つとなって

いる。また、対パキスタン・イスラム共和国 JICA国別分析ペーパー（2014年 3月）において、

「テロ対策」は重点課題であると位置づけられ、治安関連施設、機材整備に対する支援を重視

すると分析されており、本事業はこれら分析、方針に合致するものである。 

4-4-2 有効性 

4-4-2-1 定量的効果 

本事業実施により、以下の定量的効果が期待できる。 
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4-4-2-2 定性的効果 

本事業実施により、以下の定性的効果が期待できる。 

・ パキスタンにおけるテロ発生リスクが低減される。 



 

 - 67 - 

本事業は、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本事業がパキスタン国民の BHN

の向上に寄与するものであることから、無償資金協力による協力対象事業として実施する妥当

性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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［資料］ 

1．調査団員・氏名 

担当名 名前 所属先 

総括（JICA） 上田 博之 JICA 国際協力専門員 

計画管理（JICA） 高橋 至 JICA 社会基盤・平和構築部 
運輸交通・情報通信グループ第二チーム 

業務主任／空港保安計画 山口 高男 株式会社ジャイロス 

空港保安機材計画（1） 水政 弘 株式会社ジャイロス 

空港保安機材計画（2） 織田 幸恵 株式会社M.S.K. 

据付計画・積算 物江 紳夫 ランテック ジャパン 
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2．調査行程 

第一次現地調査日程 （2017/2/13～3/12） 

 



 

 - 70 - 

第二次現地調査日程 （2017/2/13～3/12） 

 

第三次現地調査日程 （2017/2/13～3/12） 

 

  

日順 日付 曜日 総括(JICA) 計画管理(JICA)
業務主任／空港保

安計画
備考 宿泊地

7 2017/11/4 土
NHD10:35→BKK15:40(TG683)

BKK18:45→ISB22:20(TG349)
イスラマバード

1 2017/11/5 日 イスラマバード

2 2017/11/6 月 イスラマバード

3 2017/11/7 火 イスラマバード

4 2017/11/8 水 ISB23:30→BKK06:15(TG350) 機中

5 2017/11/9 木 BKK14:50→HND22:30(TG660)

東京からバンコク経由でイスラマバードへ移動

団内協議

JICA事務所表敬、先方関係者(CAA、FSA)と概略設計プレゼン

テーション

先方関係者(CAA、FSA)と協議

議議事録署名 大使館説明　帰国（イスラマバード→バンコク）

バンコクから東京へ移動
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3．関係者（面会者）リスト 

CAA （Civil Aviation Authority）  

Mr. Fazal vm Minallah （Director Security HQ karachi）  

Mr. Syad Hassan Jafri （Joint Director HQ karachi） 

Mr. Saad Nafia （Section Officer Islamabad）  

Mr. Amiyos Eay Yoz Qbry （Deputy Security Islamabad） 

Mr. Adnan Inamullah Kharn （JS Aviation Islamabad） 

Mr. Nazem A Khaal （Sr.Joint Director Islamabad）  

Mr. Ammanullah Alvi （Airport Manager Islamabad） 

Mr. Naeem A Khan （Joint Director Islamabad） 

Mr. Riazudin （Airport Manager Lahore） 

Mr. Nawtaz Gil （VIG&Security Lahore） 

Mr. Colr Zahid Hussain （Chief Security Officer New Islamabad）  

Mr. Salman Shalud （Chief Engineer New Islamabad）  

Mr. Anwar （ADLD CNS Engineer New Islamabad）  

Mr. Shakeel Ahmed （Joint Director New Islamabad） 

Mr. M. Anwar Zia （Airport Manager Faisalabad）  

Mr. Syad Anwar Zakar Kazmi （Assistant Director Faisalabad） 

Mr. Tawgeen Iqbal （Project Manager Faisalabad） 

Mr. Raja Azhar Mahmood （Airport Manager Multan）  

Mr. Iqtidar hamder （Deputy Airport Manager Multan） 

Mr. Abdul Majid （Joint Director Multan） 

ASF （Airport Security Force）  

Ll Col Navaid Ahsan （Director Operation HQ ASF） 

Mr. Umar Nisar （Major Deputy Director HQ） 

Mr. Masood （Security Officer Islamabad） 

Mr. Khalid Waqar （CSO Islamabad） 

Mr. Obaid Ullah（CSO Lahore）  

Mr. Tahir Mehmorol （Inspector Lahore） 

Mr. Nazil Islam （Security Officer Lahore）   

Mr. Liaqat Ali Ch （CSO Faisalabad） 

Mr. Zia-ul Haq （CSO Multan） 

Major （R） Aslam Pervez（CSO Karachi） 

Mr. Waheed （ASF, Karachi Airport） 

*CSO: Chief Security Officer  
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4．討議議事録（M/D）（第一次現地調査） 
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5．テクニカルメモランダム（第一次現地調査） 
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6．テクニカルメモランダム（第二次現地調査） 
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7．討議議事録（M/D）（ドラフト説明） 
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